
様式１

一般会計

令 和 ３ 年 度 予 算 見 積 額 37,230,900 千円

令 和 ２ 年 度 当 初 予 算 額 35,647,228 千円

差 引 増 減 額 1,583,672 千円

対 前 年 度 比 率 104.4 ％

災害救助基金特別会計

令 和 ３ 年 度 予 算 見 積 額 141,021 千円

令 和 ２ 年 度 当 初 予 算 額 137,660 千円

差 引 増 減 額 3,361 千円

対 前 年 度 比 率 102.4 ％

母子父子寡婦福祉資金特別会計

令 和 ３ 年 度 予 算 見 積 額 34,357 千円

令 和 ２ 年 度 当 初 予 算 額 50,291 千円

差 引 増 減 額 △ 15,934 千円

対 前 年 度 比 率 68.3 ％

（注）上記には、人件費を含まない。

令和３年度地域福祉部予算見積総括表
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令和３年度 地域福祉部予算見積の概要

１ 令和３年度予算の基本的な考え方

　「新型コロナウイルス感染症対策の推進」や「日本一の健康長寿県構想の推
進」、「少子化対策の充実強化」及び「県民の安全・安心の確保のための体制
づくり」を柱に予算を編成しています。

　１つ目の柱「新型コロナウイルス感染症対策の推進」としましては、社会福

祉施設等での感染防止対策のために必要なマスクや消毒液等の確保及び、簡易

陰圧装置の設置、社会福祉施設内でクラスター化した場合に施設間で助け合う

「相互支援ネットワーク」づくりなどに取り組んでいきます。

　また、「子どもたちを守り育てる環境づくり」としましては、高知版ネウボ
ラを推進し、全ての妊産婦や子育て家庭の不安解消や発達障害のある子どもの
早期の支援体制を整備するとともに、児童虐待防止対策の強化などに取り組み
ます。

　３つ目の柱「少子化対策の充実強化」としましては、出会いの支援を強化す
るとともに、働きながら子育てしやすい環境づくりなど、官民協働による県民
運動として展開してまいります。

　４つ目の柱「県民の安全・安心の確保のための体制づくり」としましては、
災害時要配慮者の避難支援の取組などを充実していきます。

　デジタル化の取組としましては、聴覚障害のある方に遠隔手話通訳を行う体
制の整備や、介護現場への介護ロボットやＩＣＴ機器の導入支援等、社会構造
変化に対応していきます。

　２つめの柱「日本一の健康長寿県構想の推進」としましては、「地域で支え
あう医療・介護・福祉サービス提供体制の確立とネットワークの強化」とし
て、高知版地域包括ケアシステムの推進に向け、医療などと連携した住まいの
確保など在宅療養体制の充実や、あったかふれあいセンターの機能強化、また
障害のある人やひきこもりの人への支援の充実、福祉介護人材の確保などに取
り組んでいきます。

様式２
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単位：百万円
（　）内は一般財源

主な増減理由

195 563 368

27,044 28,451 1,407

1,744 1,488 ▲ 257

6,859 7,003 144

35,647 37,231 1,584

２ 令和３年度予算見積額

項目 R2当初
予算額

R3当初
見積額

増減
(R3 - R2）

（86） （98） （11）

（21,117） （23,169） （2,052）

（1,439） （1,440） （1）

（2,743） （2,831） （88）

（25,300） （27,454） （2,154）

1　新型コロナウイルス感染症
対策の推進

・社会福祉施設における新型コロナウイ
ルス感染症対策に係る費用への補助の
増　+261（0）
・生活福祉資金貸付事業費の増　
+68（+2)
・社会福祉施設相互支援ネットワーク
構築に係る費用の増　+6（0）

２　日本一の健康長寿県構
想の推進

　○健康寿命の延伸に向けた
　　意識醸成と行動変容の促進
　○地域で支え合う医療・介護・　
　　福祉サービス提供体制の確
　　立とネットワークの強化
　○子どもたちを守り育てる環境
　　づくり

・対象者増による、介護給付費負担金
の増+830(+830)
・施設整備予定事業者が減少したた
め、介護基盤整備等事業費補助金の
減　▲673(0)
・障害者自立支援給付費のサービス利
用見込み増加のため、障害者自立支
援事業費の増　+380(+382)
・単価改定による児童措置委託料の増
＋188(+94)
・障害児入所給付費等のサービス利用
見込みが増加のため、障害児施設支
援等事業費の増　+104(+109)

３　少子化対策の充実強化

・子育て支援対策臨時特例交付金の
皆減による、高知県安心こども基金積
立金の減 ▲253(0）　（※幼保支援
課へ所管替え）

４　県民の安全・安心の確保
のための体制づくり等

・療育福祉センター及び中央児童相談
所施設整備事業の終了による減
▲142(▲41)
・社会福祉施設等地震防災対策事業
費の増　+28(+11)
・ふくし交流プラザ管理運営費（エレ
ベーター等修繕）の増 +93(+93)

部　合　計
（再掲除く）
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　＜感染拡大防止対策＞　　　                           　　　273,318千円　[－千円]
                                                                        (1,115千円)  (－千円)
　　◇社会福祉施設における感染拡大防止対策　   　　　　　　 　    　　　260,675千円 [－千円]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　   　　　　　　 (－千円) (－千円)
　　　　社会福祉施設における感染拡大を防止するための施設の個室化等に要する改修や、施設等の
　　　　職員が感染症対策を行いながら業務を継続的に実施していくために必要な費用等を支援します。
　　
　　◇福祉・介護人材確保事業費(社会福祉施設相互支援ネットワーク構築業務委託料)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,268千円 [－千円] 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　(－千円) (－千円)　
        県内の社会福祉施設で、新型コロナウイルス感染者が発生した場合などに、施設間において相
      　互支援を行うための調整業務等を委託します。
　

　＜情報発信、相談体制の整備＞ 　　                  44,711千円 [34,360千円]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(22,305千円) (15,645千円)

　　
　　◇精神保健対策費(心のケア相談窓口広報委託料)　                　    1,842千円 [－千円]
                                                                                          (460千円) (－千円)
　　　　感染症の影響などに伴う不安や悩みの相談に対応する相談窓口の周知を行います。

　　◇自殺対策費                                         　                 38,093千円 [34,360千円]
                                                                             (17,876千円) (15,645千円)
　　　　自殺の防止のため、マスメディアやSNS等を通じた啓発を行います。

　
  ＜経済影響対策＞　　                          　 　244,878千円 [160,223千円]

                            (74,170千円) (70,604千円)
◇地域福祉事業費(生活福祉資金貸付事業費)                101,952千円 [34,102千円]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　 (17,545千円) (19,188千円)　
　　　休業による収入の減少等により、生活に困窮する方を支援します。

　　◇生活困窮者自立支援事業費(生活困窮者自立相談支援事業委託料)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　81,020千円 [71,000千円]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   (33,337千円) (31,245千円)
　　　　　アウトリーチ支援員を配置し、生活困窮者に対する相談支援や訪問支援を行います。　　　　
　　

１.新型コロナウイルス感染症対策の推進

新

拡

令和３年度　地域福祉部の施策のポイント
様式３

※()は一般財源、[]は令和２年度当初予算

新

新

拡

拡
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＜地域で支えあう医療・介護・福祉サービス提供の体制の確立とネットワークの強化＞

あったかふれあいセンター事業費(あったかふれあいセンター事業費補助金) 
362,202千円  [326,339千円]

(75,459千円) (－千円)　
子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にかかわらず誰もが利用できる地域の小規模多機能支
援拠点「あったかふれあいセンター」の整備を進めるとともに、介護予防など機能の拡充を図ります。

地域包括ケア推進事業費　
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるための在宅療養体制の整備等を進めます。

◇在宅療養推進住まい確保対策事業費　　　　　　　　　　　     　　　16,780千円 [－千円]
(－千円) (－千円)

　　　    市町村が行う既存の施設(休廃校舎等)を活用した医療や介護と連携した住まいの整備に必
　　　　　  要な経費を支援します。
　　　　　　■補助率(補助上限額)：定額(開設準備経費 839千円×20床)
　　　
      　　　　　　
　　認知症高齢者支援事業費(認知症行方不明高齢者見守りサービス事業費)

858千円 [－千円]
　(－千円) (－千円)

　　　　認知症または認知症の疑いのある行方不明高齢者の早期発見に向け、GPS機能を活用した
　　　　見守りサービスの実施を支援します。

　　相談支援事業費(相談支援体制整備事業費)　　22,584千円 [18,865千円]
　(13,494千円) (11,105千円) 

　　　　医療的ケア児とその家族に対する相談支援体制を整備し、家族支援の充実を図ります。　　　
　
　　農福連携推進事業　　　　                                 　9,008千円[9,043千円]

　(1,637千円) (2,892千円)
　　  ◇農福連携促進事業委託料　　　　　　　　　　　　
　　　◇ひきこもり自立支援体制構築事業委託料

　　　　　障害がある方と農家のニーズの把握からマッチング、定着支援に至る一貫した支援の仕組みづく
　　　　　りに取り組みます。

　　　ひきこもり対策推進事業費(農福連携事業を除く)
27,087千円 [21,464千円]
(7,311千円) (10,075千円)

　　ひきこもり対策を推進するため、関係機関のネットワーク強化等を行い、ひきこもり状態にある本人
　　や家族を支援します。

２.日本一の健康長寿県構想の推進　

拡

拡

新

新

拡

拡
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福祉・介護人材確保事業費   　              　 394,543千円 [354,486千円]
(72,677千円) (65,736千円)

　ノーリフティングケアの拡大など人材の定着促進・離職防止や、外国人介護人材、介護助手など
新たな人材の参入促進を図ります。

＜子どもたちを守り育てる環境づくり＞
妊娠期から子育て期までの切れ目のない総合的な支援を行う「高知版ネウボラ」を強化し、子育て
家庭のリスクに応じた適切な対応や子育て家庭の不安の解消、働きながら子育てできる環境づくり
を進めます。

地域子育て推進事業費　　　　　　　　　　　　 　178,707千円 [158,141千円]
(171,595千円) (11,033千円)

子育て支援情報の発信や地域子育て支援センターの機能強化、子育て支援に従事する人材
の育成などを通じて、安心して子育てができる環境づくりを進めます。

　　
 　    ◇高知版ネウボラ推進事業
　　　　　各市町村のネウボラ体制の課題解決に向けて、外部の専門家を派遣し、個別にスーパーバイ
　　　　　ズを行うことにより、さらなる機能強化に取り組みます。

　　ひとり親家庭等自立支援事業費(住居費支援事業費補助金） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　5,580千円 [－千円]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1,860千円) (－千円)
　　  　生活困難に直面するひとり親家庭の生活基盤の安定を図るため、公営住宅に入居できなかっ
　　　　たひとり親家庭を対象として、民間借家と公営住宅の家賃の差額相当を補助します。
 
　　発達障害児・者支援事業費　 　　　             　  61,369千円 [51,709千円]

(24,886千円) (17,248千円)
　　　　発達障害のある子どもとその家族に対し、身近な地域で早期に支援を開始できる仕組みづくりを
　　　　進めます。

　　中央児童相談所費(里親養育包括支援事業費)
                                                                44,629千円 [30,542千円]

(15,825千円) (15,610千円)
　　　　家庭における養育が困難な場合において、子どもができる限り家庭に近い環境で養育を受けら
　　　　れるようにするために、里親制度の充実を図ります。

　　児童虐待防止等対策事業費(子ども見守り体制推進事業費)
                                                                17,943千円 [21,176千円]

(17,943千円) (21,176千円)
　　　　児童虐待防止対策等を含む子育て家庭に対する市町村の家庭相談機能を強化するため、
　　　 「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の設置に向けて支援します。(15市町村→17市町村)

拡

新

新

拡

拡

拡

拡
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戦傷病者、戦没者遺族等援護費(慰霊碑耐震化等事業費補助金) 

1,000千円 [－千円]
(1,000千円) (－千円)　

倒壊の恐れのある慰霊碑の耐震化等に係る費用を補助します。
■補助率(補助上限額)：1／2(500千円)

　　災害救助対策費(要配慮者避難支援対策事業費)
46,692千円 [52,273千円]

(921千円) (3,439千円)

　　　災害時において高齢者・障害者等支援が必要な方々に対し、日頃の見守りとあわせた実効性の
　　　ある避難支援を可能とするため、市町村の個別計画の作成や訓練実施を支援します。

　　災害救助対策費(災害福祉支援ネットワーク事業費)
7,573千円  [4,039千円]

(4,950千円) (2,275千円)

　　　災害時の避難所において、高齢者、障害者等支援の必要な方々に対する福祉支援が行え
　　　るよう、県内の災害派遣福祉チーム（DWAT)の体制の充実強化を進めます。

　　　　　

４.県民の安全・安心の確保のための体制づくり　

拡

新

　　
少子化対策推進費(地域少子化対策重点推進補助金) 

31,000千円 [14,025千円]
(3,000千円)  (－千円)　

結婚支援の取組の強化や、新婚世帯に対する住宅費の支援など、ライフステージの各段階に応
じた少子化対策を推進します。

　 　

３.少子化対策の充実強化　

拡

拡
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事業のスクラップアンドビルド 地域福祉部様式４

見直し（廃止）事業　20,074千円（７件）

　■福祉・介護人材確保事業費（福祉・介護の仕事広報事業費）
　　　　6,525千円（一）0千円  　→　4,232千円（一）0千円　　       △2,293千円（一）０千円
　　・見直し内容及び理由
　　　　福祉・介護の普及啓発を行う「介護の日」フォーラムと、福祉職場のイメージアップ等を図る「ふくし総合フェア」を同時開催するこ
　　　　とにより、事業効果を高めるとともに効率化を図る。

　■安心子育て応援事業費補助金（児童家庭課）
　　　　15,132千円（一）0千円　→　7,727千円（一）7,727千円　　△7,405千円（一）7,727千円
　　・見直し内容及び理由
　　　　補助金のメニューの一部を見直し、地域における子育て支援活動を応援する委託事業に組み替え。

１．見直し・縮小

　■県民意識調査委託料（少子対策課）　△1,522千円（一）508千円
　　・休止理由
　　　　Ｒ２年度まで毎年実施していた県民意識調査について、実施頻度を見直し、次回はまち・ひと・しごと総合戦略の改訂見直し
　　　　時期を見据えて実施する。

２．廃止・休止
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（１）健康寿命の延伸に向けた意識醸成と行動変容の促進
　◆【健康】特定保健指導の体制を強化するため、ＡＩを活用した高知県版保健指導支援ツールを開発
（２）地域で支え合う医療・介護・福祉サービス提供体制の確立とネットワークの強化
　◆【健康】在宅療養患者の日々の情報を多職種間（かかりつけ医、訪問看護師、ケアマネージャー、薬剤師など）でリアルタイム
　　　　　　　に共有する「高知家＠ライン」の県内全域への普及を目指してモデル地域を拡大
　◆【健康】あったかふれあいセンターにおいて、オンラインを活用したお薬相談を実施するなど在宅服薬支援の体制を強化
　◆【福祉】認知症または認知症の疑いのある行方不明高齢者の早期発見に向けて、GPS機能を活用した見守りサービスの実施を支援

　◆【福祉】コロナ禍における聴覚障害者の意思疎通支援のために、遠隔手話通訳を行う体制を整備
　◆【福祉】職員の負担軽減とあわせて、新型コロナウイルス感染防止対策を進めるために、介護福祉機器・福祉用具・介護ロボット、ICT機器の導入を支援

１．日本一の健康長寿県構想の推進　

２．行政サービスのデジタル化の推進 　

                   令和３年度　デジタル化の推進について

　　◆【健康】指定難病申請の将来的なオンライン化を見据え、国が構築するデータベースに患者の診断書情報を登録するための
　　　　　　　　システム改修を実施

　　　　　総額　580,284千円

３．社会構造変化への対応　
    ◆【健康】新型コロナウイルス感染防止対策の一環として、医師向けの災害医療研修等の一部をオンライン化し受講機会を拡大
    ◆【福祉】出会いや結婚への支援を希望する独身者に対して、出会いのきっかけを提供するため、こうち出会いサポートセンターの　　　
　　　　　　　　マッチングシステムに自宅申込機能等を追加

　　　　　健康政策部・地域福祉部

新

拡

拡

新

新

新

新

新

新
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県民の安全・安心の確保のための体制づくり
～南海トラフ地震や豪雨災害に備える安心して暮らせる地域づくり～

1,418百万円
（うち繰越255百万円）
（ R２：1,209百万円）

 
 ◆要配慮者避難支援対策事業費                     46,692千円
  ・市町村の避難行動要支援者名簿に基づく個別計画の作成や訓練に必要
  な経費を支援
 （補助金活用市町村 R２：22→R３：25）
  ・県及び市町村の福祉部局と防災部局が連携し、沿岸の個別計画策定
   モデル地区での取組の横展開
  ・要配慮者対策の必要性や特性に応じた対応方法の理解を促進するため、
     研修会等による啓発を充実・強化

 ◆社会福祉施設等地震防災対策推進事業費補助金      12,520千円

      避難用階段等の施設整備やガラス飛散防止対策への支援 
 
 ◆地域介護・福祉空間等設備整備事業費補助金     25,291千円
      非常用自家発電設備及び給水設備整備への支援

   ◆療養病床転換支援・促進事業費補助金        925,550千円
    療養病床の転換整備への上乗せ助成による耐震化等整備の促進

 ◆障害児者施設整備事業費補助金       （繰越）254,800千円
  施設の津波対策としての高台移転等への支援
  
 

 社会福祉施設等の防災対策 

 災害時要配慮者の避難支援対策

 ◆福祉避難所指定促進等事業費                     18,418千円
   ・市町村が行う福祉避難所指定に対し、必要となる物資・機材や
   運営訓練に必要な経費を支援
  （補助金活用市町村 R２：15→R３：15）  
     ・新たな指定可能施設の掘り起こしと個別訪問強化

 福祉避難所の整備促進

  災害福祉支援ネットワーク事業費              7,573千円
  避難生活での福祉ニーズを把握し、適切に対応するため、災害派遣
  福祉チーム（DWAT）の受援・応援体制の検討、構築

 ◆心のケア体制整備事業費                    2,827千円
  DPAT隊員をはじめとする災害時の心のケアに携わる人材の養成

 避難生活支援体制づくり

 ・BCP策定のノウハウを持った民間事業者との連携による策定支援
 ・災害時の社会福祉施設間の相互応援体制の充実

 社会福祉施設のBCP策定

【現状】（R２年９月）

◆避難行動要支援者　 56,819人
◆避難支援等関係者への名簿提供同意取得者数 35,480人（62.4％）
◆個別計画作成済　6,963人（作成率　12.3％）

◆想定される福祉避難所必要数 約3万人分（介助者を含む）
◆第4期南海トラフ地震対策行動計画の目標
 合計1万5千人分の確保
【現状】
◆指定状況
  （H25年8月末現在） 19市町村   86施設
 →（R2年９月末現在）  34市町村 225施設（9,980人分確保） 

　

【現状】（R２年９月）
　従業員50名以上　55施設中53施設完了
　従業員50名未満　90施設中54施設完了 10



（単位：千円）
R２当初
予算額

R３当初
予算額

増減
(R３ - R２）

担当課名

194,583 562,907 368,324

0 273,318 273,318

0 6,268 6,268 【新規】 社会福祉施設相互支援ネットワーク構築業務委託料（＋6,268） 地域福祉政策課

0 3,660 3,660 【拡充】 介護支援専門員研修実施におけるコロナ対策のかかり増し経費 高齢者福祉課

0 1,125 1,125 【拡充】 ねんりんピックへの選手等の参加及び高齢者向けイベントの開催におけるコロナ対策のか
かり増し経費 高齢者福祉課

0 124,406 124,406 【新規】
【新規】

感染拡大リスク軽減のための簡易陰圧装置設置等の経費を支援
感染拡大防を防止するためにマスク等を購入 高齢者福祉課

0 22,527 22,527 【新規】 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図る事業への補助 障害福祉課

0 28,162 28,162 【新規】 感染症専門家等による派遣指導・相談支援に係る経費（＋162）
マスクや消毒液を一括購入し里親等に配付（＋57,000） 児童家庭課

0 82,000 82,000 【新規】 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図る事業への補助 児童家庭課

0 5,170 5,170 【新規】 新型コロナウイルス濃厚接触者対応のための看護師・保育士派遣に係る経費 児童家庭課

34,360 44,711 10,351

0 1,614 1,614 【新規】 聴覚障害者の情報保障の整備のため、遠隔手話通訳事業を実施 障害福祉課

0 1,842 1,842 【新規】
【新規】

心のケア相談窓口広報委託料（+1,716）
事務費（心のケア相談窓口の相談業務に要する経費）（+126） 障害保健支援課

34,360 38,093 3,733 【拡】 自殺対策啓発事業委託料（+1,241） 障害保健支援課

0 3,162 3,162 【新規】 新型コロナウイルスの感染拡大防止に配慮した相談支援体制強化事業への補助 児童家庭課

160,223 244,878 84,655

34,102 101,952 67,850 【増】 生活福祉資金貸し付け事業費の増（+67,850） 地域福祉政策課

126,016 139,714 13,698 【拡充】 生活困窮者自立支援事業委託料（アウトリーチ支援員を増員） 地域福祉政策課

105 2,460 2,355 【増】 住居確保給付金の増（+2,355） 地域福祉政策課

0 752 752 【新規】 デジタル化推進支援事業委託料（+752） 障害保健支援課

27,094,544 28,485,723 1,391,179

4,591 2,917 △ 1,674

4,591 2,917 △ 1,674

4,591 2,917 △ 1,674

4,591 2,917 △ 1,674 フレイル予防推進事業の減（▲1,674） 高齢者福祉課

23,214,185 24,325,244 1,111,059

12,567,947 13,537,178 969,231

355,247 385,265 30,018

355,247 385,265 30,018 【拡充】 あったかふれあいセンター事業費補助金（拠点の新設　51箇所→55箇所） 地域福祉政策課

12,140,693 13,079,634 938,941

82,349 112,757 30,408 【新規】
高知版地域包括ケアシステム構築推進事業費の減（▲2,315）
在宅療養推進住まい確保対策モデル事業費補助金の増（＋16,780）
多機能型福祉サービスモデル事業費補助金の増（＋16,500）

高齢者福祉課

568,854 625,018 56,164 高齢者福祉課

17,621 14,800 △ 2,821 会計年度任用職員数の減（▲2,181） 高齢者福祉課

85,309 84,122 △ 1,187 高齢者福祉課

260,432 268,232 7,800 【増】 軽費老人ホーム事務費補助金の増（＋7,584） 高齢者福祉課

11,968 11,602 △ 366 高齢者福祉課

327,085 345,924 18,839 対象者増及び保険料増のため 高齢者福祉課

10,752,848 11,582,349 829,501 高齢者福祉課

2,828 1,738 △ 1,090 貸付金償還終了（▲1,100） 高齢者福祉課

6,819 8,202 1,383 介護給付適正化推進事業費補助金の増（＋1,328） 高齢者福祉課

1,497 1,439 △ 58 高齢者福祉課

10,423 11,350 927 高齢者福祉課

345 345 0 高齢者福祉課

2,903 2,903 0 高齢者福祉課

令和３年度  地域福祉部　施策体系表

細目事業名 新規・拡充・廃止・組替事業等

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症対策の推進

１.社会福祉施設等における感染拡大防止対策への支援

福祉・介護人材確保事業費

介護保険費（新型コロナウイルス感染症対策費）

高齢者生きがい対策費（新型コロナウイルス感染症対
策費）
老人福祉施設支援費（新型コロナウイルス感染症対
策費）
障害者自立支援事業費（新型コロナウイルス感染症
対策費）

児童福祉諸費（児童福祉施設等感染対策事業費）

児童福祉施設等処遇改善事業費（児童養護施設等
環境改善事業費補助金の一部）

中央一時保護所費（児童扶助費の一部）

２.情報発信、相談体制の整備

地域生活支援事業費  （遠隔手話通訳事業）

精神保健対策費（心のケア相談窓口経費）

自殺対策費

地域子育て推進事業費（地域子ども・子育て支援事
業費補助金の一部）

３.経済影響対策

地域福祉事業費（生活福祉資金貸付事業費）

生活困窮者自立支援事業費

生活困窮者自立支援事業費（住居確保給付金）

障害者生産活動支援事業費（デジタル化推進支援
事業）            

Ⅱ.日本一の健康長寿県構想の推進
１.健康寿命の延伸にむけた意識醸成と行動変
容の促進

(１)健康づくりと疾病予防

①フレイル予防の推進
地域包括ケア推進事業費（介護予防事業評
価・市町村支援事業費のうち介護予防市町村
支援事業） 

２.地域で支え合う医療・介護・福祉サービス提供
体制の確立とネットワークの強化

(１)高知版地域包括ケアシステムの構築

①あったかふれあいセンターの整備と機能強化

あったかふれあいセンター事業費             

②在宅療養体制の充実
地域包括ケア推進事業費（療養病床再編成
推進費、介護予防事業評価・市町村支援事
業費のうち介護予防市町村支援事業を除く）
介護保険費（地域支援事業交付金）

高齢者福祉推進事業費

高齢者生きがい対策費（新型コロナウイルス感
染症対策費を除く）
老人福祉施設支援費（介護施設等整備対策
事業費を除く）
介護保険費（介護保険推進費のうち介護保
険特別対策事業費補助金）
介護保険費（介護保険推進費のうち低所得
者保険料軽減負担金）

介護保険費（介護給付費負担金）

介護保険財政安定化基金積立金
介護保険費（介護保険推進費のうち介護保
険特別対策事業費補助金及び低所得者保険
料軽減負担金を除く）
介護保険費（認定調査員等研修事業費）
介護保険費（介護支援専門員資質向上事業
費のうち新型コロナウイルス感染症対策費を除
く）
介護保険費（介護保険審査会運営事業費）

介護保険費（介護職員のたんの吸引等研修
事業費）

様式５
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（単位：千円）
R２当初
予算額

R３当初
予算額

増減
(R３ - R２）

担当課名

令和３年度  地域福祉部　施策体系表

細目事業名 新規・拡充・廃止・組替事業等

様式５

9,412 8,853 △ 559 高齢者福祉課

72,007 72,279 272

72,007 72,279 272 【新規】 認知症行方不明高齢者見守りサービス事業費の増（＋858） 高齢者福祉課

8,103,813 8,788,909 685,096

7,903,564 8,525,826 622,262

30,052 33,035 2,983 障害者手帳交付システム改修の増（＋1,477）
第６期障害福祉計画等策定に伴う冊子印刷等の増（＋1,673） 障害福祉課

14,660 14,881 221 障害福祉課

705,736 701,805 △ 3,931 扶養共済事業費負担金の加入口数の減（▲5,271）
扶養共済年金等交付金の受給口数の増（＋1,185） 障害福祉課

962,554 950,242 △ 12,312 【新規】 【新規】 歯科保健センター全身麻酔下治療体制整備事業（＋22,312）
重度心身障害児・者医療費補助金の医療費等の見込み減（▲36,823） 障害福祉課

5,226 5,512 286 障害福祉課

64,813 66,007 1,194 特別児童扶養手当システムの仮想基盤移行対応の増（＋2,035） 障害福祉課

4,419,850 4,799,880 380,030 【増】
【増】

障害者自立支援給付費負担金のサービス利用見込み増（＋283,634）
障害者医療負担金の見込み増（＋100,963） 障害福祉課

221,076 272,028 50,952 【増】 地域生活支援事業費補助金の市町村見込み増（＋56,295） 障害福祉課

18,865 22,584 3,719 【新規】
【新規】

障害児等療育支援事業委託料の医療的ケア児等コーディネーター（＋2,391）
相談支援従事者研修等委託料の主任相談支援専門員研修委託料（+616） 障害福祉課

318,385 343,560 25,175 障害児・者施設整備事業費補助金の増 障害福祉課

820,391 924,334 103,943
【新規】

障害児入所給付費等の増（＋105,783）
医療扶助費の減（▲4,235）
重症心身障害児・者医療的ケア児等支援センター委託料（＋2,547）

障害福祉課

7,841 7,899 58 障害福祉課

9,874 10,567 693 障害福祉課

284,239 352,588 68,349
【増】
【増】

警備等委託料（医療情報システムハードウェア更新作業等）の増（＋22,161）　
備品購入費（医療情報システム端末機器一式）の増（＋36,080）
会計年度任用職員１名の増（＋6,283）

障害福祉課

18,991 19,456 465 障害福祉課

1,011 1,448 437 児童家庭課

95,674 98,111 2,437

62,448 55,897 △ 6,551

【減】
【拡充】
【廃止】
【廃止】

清掃訓練事業コーディネーター業務委託料（清掃業務）の減（▲3,834）
就労体験拠点設置事業委託料（+2,074）
若者就労準備訓練委託料（▲891）
若者就労準備訓練受託先機関開拓等委託料（▲3,044）

障害保健支援課

5,921 8,715 2,794 【拡充】 農福連携イベント開催委託料（+2,000） 障害保健支援課

27,305 33,499 6,194 【拡充】
【拡充】

障害者職業訓練棟委託料（＋2,970）
障害者職業訓練手当（＋3,457） 障害保健支援課

39,284 44,384 5,100

39,284 44,384 5,100 【新規】 ひきこもり支援ポータルサイトの構築・運営委託料（＋5,000） 地域福祉政策課

34,360 38,093 3,733

【再掲】 34,360 38,093 3,733 【拡】 自殺対策啓発事業等委託料（+1,241） 障害保健支援課

6,743 10,349 3,606

6,743 10,349 3,606 【新規】 ギャンブル等依存症県民向けフォーラム委託料（+3,245） 障害保健支援課

24,188 72,146 47,958

24,188 72,146 47,958 【新規】
【増】

アウトリーチ支援支援事業委託料（+4,803）
国庫支出金等精算返納金の増（+39,117） 障害保健支援課

2,016,159 1,432,922 △ 583,237

2,016,159 1,432,922 △ 583,237

971,123 1,060,849 89,726
医療療養病床転換支援事業費補助金の増（＋77,400）
介護療養病床転換支援事業費補助金の減（▲55,750）
療養病床転換促進事業費補助金の増（＋68,076）

高齢者福祉課

1,045,036 372,073 △ 672,963 【減】 介護基盤整備等事業費補助金の減（▲672,963） 高齢者福祉課

526,266 566,235 39,969

526,266 566,235 39,969

354,486 388,275 33,789 【拡充】 福祉人材センター運営委託料の増（+10,382)
福祉人材調査研究事業費の増（+9,321） 地域福祉政策課

171,780 177,960 6,180 児童家庭課

3,875,768 4,157,562 281,794

238,640 265,722 27,082

176,939 194,119 17,180

介護保険費（介護保険事業費のうち介護職
員のたんの吸引等研修事業費を除く）

③総合的な認知症施策の推進

認知症高齢者支援事業費

(２)障害などにより支援を要する人がいきいきと暮らせ
る環境づくり

①障害の特性等に応じた切れ目のないサービス提供
体制の整備

障害者福祉推進費           

障害者社会参加推進費         

心身障害者扶養共済事業費      

重度心身障害児・者保健医療対策費        

障害者福祉団体育成事業費

特別障害者手当等給付費

障害者自立支援事業費 

地域生活支援事業費（遠隔手話通訳事業を
除く）

相談支援事業費   

障害児・者施設整備事業費

障害児施設支援等事業費

療育福祉センター費（一般職給与費を除く）

障害者更生相談費

肢体不自由児療育費

障害児通所費

中央児童相談所費(障害者更生相談費）

②障害の特性等に応じて安心して働ける体制の整
備

障害者就労支援対策事業費

障害者生産活動支援事業費（デジタル化推
進支援事業費を除く）

障害者職業訓練費

③ひきこもりの人への支援の充実

ひきこもり自立支援対策費             

④自殺予防対策の推進

自殺対策費

⑤依存症対策の推進

精神保健対策費（依存症対策）

⑥その他

精神保健対策費（心の相談窓口経費及び依
存症対策を除く）

(３).医療・介護・福祉インフラの確保

①地域ニーズに応じた介護サービス提供の体制づくり

地域包括ケア推進事業費（療養病床再編成
推進費）
老人福祉施設支援費（介護施設等整備対策
事業費のうち新型コロナウイルス感染症対策費
を除く）

(４)医療・介護・福祉人材の確保

①福祉・介護人材の確保対策の推進

福祉・介護人材確保事業費             

社会福祉施設職員等退職手当給付事業費

３．子どもたちを守り育てる環境づくり

(１)高知版ネウボラの推進

①妊娠期から子育て期までの切れ目のない総合的
な支援
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（単位：千円）
R２当初
予算額

R３当初
予算額

増減
(R３ - R２）

担当課名

令和３年度  地域福祉部　施策体系表

細目事業名 新規・拡充・廃止・組替事業等

様式５

158,141 175,545 17,404

【新規】
【新規】

【拡充】

安心子育て応援事業委託料（＋5,793）
高知県版父子手帳作成等委託料（＋449）
（組替）安心子育て応援事業費補助金
（再掲含む）地域子ども・子育て支援事業費補助金（＋23,596）

児童家庭課

18,798 18,574 △ 224 児童家庭課

61,701 71,603 9,902

51,709 61,369 9,660 【増】
【増】

会計年度任用職員１名増（ギルバーグセンター研究活動補助）（＋2,696）
子どもの心の診療ネットワーク事業（人員１→２人）の増（＋4,040） 障害福祉課

9,992 10,234 242 障害福祉課

3,637,128 3,891,840 254,712

2,602,297 2,818,733 216,436

26,562 32,676 6,114 児童相談システム改修等委託料（＋4,746） 児童家庭課

30,182 34,686 4,504 【新規】 備品購入費（公用車の購入）（＋2,130） 児童家庭課

89,135 97,596 8,461 一時保護委託料（＋6,791） 児童家庭課

16,859 19,064 2,205 【新規】 備品購入費（＋1,876） 児童家庭課

43,485 45,874 2,389 児童家庭課

2,396,074 2,588,837 192,763 【拡充】 児童措置委託料（＋188,020）
母子生活支援施設等負担金（＋4,743） 児童家庭課

70,020 96,633 26,613

3,157 4,669 1,512 【新規】 希望が丘学園あり方検討会、青少年健全保護育成条例改正に係る事務費 児童家庭課

66,863 91,964 25,101
【新規】
【拡充】

施設整備工事設計委託料（＋1,693）
施設整備工事請負費（＋13,390）
調理業務委託料（＋2,666）、会計年度任用職員１名増

児童家庭課

78,318 105,748 27,430

30,542 44,629 14,087 【拡充】 里親養育包括委託料＋13,342千円 児童家庭課

47,776 61,119 13,343
入所児童自立支援等事業費補助金（＋1,938）
乳児院等多機能化推進事業費補助金（＋122）
児童養護施設等整備費補助金（▲3,039）

児童家庭課

886,493 870,726 △ 15,767

34,907 38,626 3,719 【新規】 住居費支援事業費補助金（＋5,580）
高等職業訓練促進給付金等補助金（▲3,054） 児童家庭課

244,669 240,814 △ 3,855 ひとり親家庭医療費補助金の減額（▲3,855） 児童家庭課

555,316 555,217 △ 99 児童家庭課

1,310 1,712 402 児童家庭課

50,291 34,357 △ 15,934 【減】 母子父子寡婦福祉資金貸付金の減額（▲16,000） 児童家庭課

1,744,142 1,487,541 △ 256,601

275,697 38,232 △ 237,465

21,748 38,232 16,484 【拡充】 地域少子化対策重点推進補助金（＋16,975） 少子対策課

253,949 0 △ 253,949 【組替】 幼保支援課で計上 少子対策課

16,422 14,624 △ 1,798

16,422 14,624 △ 1,798 【休止】 県民意識調査（▲1,522） 少子対策課

49,233 54,315 5,082

49,233 54,315 5,082 【増】 インターネットホームページ保守等委託料の増（＋5,255） 少子対策課

1,402,790 1,380,370 △ 22,420

1,402,790 1,380,370 △ 22,420 【減】 児童手当負担金の減（▲22,420） 児童家庭課

6,996,493 7,144,326 147,833

236,050 278,839 42,789

77,504 78,039 535 地域福祉政策課

11,146 20,680 9,534 地域福祉政策課

11,295 20,816 9,521 地域福祉政策課

126,365 120,205 △ 6,160 地域福祉政策課

9,740 38,099 28,359 【増】
【新規】

社会福祉施設等地震防災対策推進事業費補助金の増（＋3,068）
地域介護・福祉空間等設備整備事業費補助金の増（＋25,291） 高齢者福祉課

0 1,000 1,000 【新規】 慰霊碑耐震化等事業費補助金（＋1,000） 地域福祉政策課

36,862 36,801 △ 61

地域子育て推進事業費

子どもの未来応援事業費

②発達障害児を社会全体で見守り育てる地域づく
り

発達障害児・者支援事業費  

発達障害者支援センター費

(２)厳しい環境にある子どもたちへの支援

①児童虐待防止対策の推進～高知版ネウボラと連
動した取組～

児童福祉諸費

中央児童相談所費（一般給与費、里親養育
包括支援事業費、障害者更生相談費除く）

中央一時保護所費

幡多児童相談所費（一般給与費を除く）

児童虐待防止等対策事業費

児童養護施設等児童措置費

②少年非行防止対策の推進（高知家の子ども見
守りプラン）

青少年対策推進費

希望が丘学園費（一般給与費を除く）

③社会的養育の充実

中央児童相談所費（里親養育包括支援事業
費）
児童福祉施設等処遇改善事業費（新型コロ
ナウイルス感染症対策費除く）

④ひとり親家庭への支援の充実

ひとり親家庭等自立支援事業費

ひとり親家庭医療費助成事業費

児童扶養手当費

母子父子寡婦福祉資金特別会計繰出金

【特別会計】貸付事業費

Ⅲ．少子化対策の充実強化

１.少子化対策の推進

少子化対策推進費             

安心こども基金積立金

２.少子化対策の県民運動の推進

少子化対策県民運動推進事業費             

３.出会いの機会の創出

出会い支援事業費             

４.子育て家庭への支援

児童手当費

Ⅳ．県民の安全・安心の確保のための体制づくり等

１．南海トラフ地震等災害対策の推進

災害救助対策費             

災害救助基金特別会計繰出金

【特別会計】災害救助基金積立金

【特別会計】災害救助費

社会福祉施設等地震防災対策事業費

戦傷病者、戦没者遺族等援護費（慰霊碑耐震化等
事業費）

２．遺家族等の援護対策等 13



（単位：千円）
R２当初
予算額

R３当初
予算額

増減
(R３ - R２）

担当課名

令和３年度  地域福祉部　施策体系表

細目事業名 新規・拡充・廃止・組替事業等

様式５

4,619 4,533 △ 86 地域福祉政策課

32,243 32,268 25 地域福祉政策課

184,054 260,315 76,261

【再掲】 34,102 101,952 67,850 【増】 生活福祉資金貸し付け事業費の増（+67,850） 地域福祉政策課

20,286 20,688 402 地域福祉政策課

【再掲】 126,016 131,714 5,698 【拡充】 生活困窮者自立支援事業委託料（アウトリーチ支援員を増員） 地域福祉政策課

【再掲】 105 2,460 2,355 【増】 住居確保給付金の増（+2,355） 地域福祉政策課

3,545 3,501 △ 44 福祉指導課

3,886,229 3,945,210 58,981

247 225 △ 22 福祉指導課

116,894 116,120 △ 774 福祉指導課

899,465 930,156 30,691 福祉指導課

2,469,142 2,498,549 29,407 福祉指導課

92,236 89,296 △ 2,940 福祉指導課

241,000 242,848 1,848 福祉指導課

500 500 0 福祉指導課

66,745 67,516 771 【新規】
【廃止】

業務データシステム改修委託料（+1,881）
レセプト情報管理システム改修委託料（▲777） 福祉指導課

2,530 2,791 261

487 361 △ 126 福祉指導課

985 1,217 232 福祉指導課

938 1,055 117 福祉指導課

120 158 38 福祉指導課

2,650,768 2,620,370 △ 30,398

21,543 19,310 △ 2,233 【組替】会計年度任用職員（1名）を福祉・介護人材確保事業費へ組み替え 地域福祉政策課

133,087 137,234 4,147 地域福祉政策課

116,170 118,291 2,121 民生委員研修委託料（実施方法の見直し） 地域福祉政策課

31,494 35,595 4,101 【新規】 重層的支援体制後方支援事業委託料（＋7,522） 地域福祉政策課

939 901 △ 38 地域福祉政策課

64,205 157,174 92,969 【拡充】 エレベータ及び中央監視システム修繕工事（＋87,277） 地域福祉政策課

142,406 0 △ 142,406 【廃止】 施設整備の完了（▲142,406） 障害福祉課

1,892,829 1,900,840 8,011
医療扶助費の増（+10,321）
事務費の増（備品購入費）（+3,195）
精神科救急情報センター運営委託料の減（▲6,217）

障害保健支援課

29,877 32,807 2,930 【新規】
精神保健福祉センター管理運営費の増（+1,241）
精神保健福祉業務電算管理システム使用機器移行作業委託料（+160） 障害保健支援課

218,218 218,218 0 障害保健支援課

35,647,228 37,230,900 1,583,672

187,951 175,378 △ 12,573

35,835,179 37,406,278 1,571,099

帰国者等援護対策事業費

戦傷病者、戦没者遺族等援護費（慰霊碑耐震化等
事業費を除く）

３．低所得者等の生活支援の充実・強化

地域福祉事業費（生活福祉資金貸付事業費）

地域生活定着促進事業費

生活困窮者自立支援事業費

生活困窮者自立支援事業費（住居確保給付金）

生活困窮者自立支援事業費

４．生活保護対策

行旅病人死亡人取扱費

生活保護費（生活保護費負担金）

生活保護費（生活扶助費）

生活保護費（医療扶助費）

生活保護費（介護扶助費）

生活保護費（住宅扶助費等）

生活保護費（国庫支出金精算返納金）

生活保護事務費

５．施設サービス等の適正な運営

社会福祉施設等指導監査費（社会福祉施設監査総
務費）
社会福祉施設等指導監査費（社会福祉法人・施設
指導監査費）
社会福祉施設等指導監査費（介護サービス事業者指
導監査費）
社会福祉施設等指導監査費（障害福祉サービス事業
者指導監査費）

６．地域福祉部等経費

地域福祉総務費             

地域福祉事業費（生活福祉資金貸付事業費を除
く）

民生委員・児童委員活動事業費             

支え合いの地域づくり事業費             

厚生統計費

ふくし交流プラザ管理運営費

療育福祉センター・中央児童相談所施設整備費

医療対策費             

精神保健福祉センター費（一般職給与費を除く）

高知医療センター精神科病棟運営支援事業費

計（一般会計）
計（特別会計）

地　域　福　祉　部　合　計
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